
静岡県の直近１か月の新型コロナ新規感染者数の状況
（公表日ベース）

（人/週/人口10万）

《11月25日時点》

金 土 日 月 火 水 木

（人）

この1週間で 6／14
= 0.43倍 （昨日0.29倍）



発熱等相談センター相談件数と新型コロナ新規感染者数
《７月１日～11月23日》

相談件数が変化した
約３日後に感染者数も
変化する傾向がある。

９月中旬以降、相談件
数は順調に減少し、10
月後半以降、少ない
件数を維持しており、
今のところ、感染者の
増加の兆しはないと考
えている。



・１回接種率は全国より各年代で７～１ポイント、全年代で４ポイント上回る。
・２回接種率も全国より各年代で７～１ポイント、全年代で４ポイント上回る。
　２回接種率は、２０歳代も７０％となり、すべての年代で７０％以上となった。

県と国 コロナワクチン年代別接種率 （11/21時点） 

（VRS；ワクチン接種記録システムより）



令和３年 11 月 26 日

政府基本的対処方針を踏まえた今後の対応について

（静岡県新型コロナウイルス感染症対策本部）

１ 趣旨

令和３年 11 月 19 日、政府新型コロナウイルス感染症対策本部において、政府基本的対

処方針が改定されたことを踏まえ、本県における今後の対応を決定する。

○政府基本的対処方針等の主な変更点

２ 本県における新型コロナウイルス感染症対応に係る方針

３ 本県の対応

政府基本的対処方針の変更に伴い、以下のとおり対応する。

○ 静岡県実施方針の修正 （資料１）

○ 静岡県実施方針 （資料２）

○ 政府基本的対処方針を踏まえた当面の対応 （資料３）

項目 内容

医療提供体制の強化

・病床確保、臨時医療施設の整備、自宅・宿泊療養者への対応

・医療人材の確保等

・ＩＴを活用した稼働状況の「見える化」 など

行動制限の変更（イ

ベントの開催制限）

・開催制限（人数上限）の変更

・1,000 人超のイベントの事前相談を廃止、5,000 人超かつ収容率

50％超のイベントの感染防止安全計画による対応

ワクチン・検査パッ

ケージの運用

緊急事態宣言・まん延防止等重点措置下における、飲食店やイベ

ントでの人数制限等を緩和

国の新たなレベル

分類への対応
政府分科会の提言を踏まえた国の新たな評価レベルの運用



令和３年 11 月 26 日

「静岡県実施方針」の修正

（静岡県新型コロナウイルス感染症対策本部）

１ 概要
令和３年 11 月 19 日、政府対策本部において、新型コロナウイルス感

染症対策の基本的対処方針が決定された。これに伴い、静岡県実施方針
を修正する。

２ 修正の方針
現在の実施方針は、令和３年１月７日、東京都ほか１都３県に緊急事

態宣言が発出された際に示された国の基本的対処方針を踏まえ、その
時点で感染拡大傾向にあった本県が、適切な対策を実施するために策
定したもの。
このたび、現在のワクチン接種の進展等により、感染者の減少が見ら

れる中、国から行動制限の緩和などを含む新たな基本的対処方針が示さ
れたことから、これまでの本県のコロナ対策の継続性を確保しつつ、新
たな取組等を加えた本県の実施方針に修正する。

○主な修正内容

※感染拡大時には必要な制限を行うが、「ワクチン・検査パッケージ」制度の活用によ

る緩和措置がある。

項目 現行 改正案
前段 感染拡大防止と社会経

済活動の維持との両立
を持続的に可能とする
対策の実施

感染拡大の備えと行動制限
の緩和の取組「ワクチン・検
査パッケージ」制度の活用

移動や外出 地域毎に移動制限を示
し、協力を求める

自粛等を要請しない※
（基本的な感染防止策の徹
底）

イベントの実施 1,000 人を超えるイベ
ントは主催者からの相
談に応じる

参加人員 5,000 人超かつ収
容率 50％超のイベントにつ
いて、感染防止策を記載した
計画書の提出を求める※

飲食店等事業者
への要請 －

「ふじのくに安全・安心認
証」の取得を推進※

医療提供体制の
確保

感染患者受入医療機関
の拡大や感染流行期に
応じた入院病床の確保
を推進

第５波の最大病床数と同規
模の入院病床の確保

ワクチンの接種
推進

ワクチンについての正
しい情報の周知と接種
の推進

３回目の接種に向けた市町
へのワクチン供給の着実な
実施

資料１



- 1 -

静岡県実施方針

令和３年１１月２６日
静岡県新型コロナウイルス感染症対策本部

・令和３年 11 月 19 日、政府対策本部において、新型コロナウイルス感

染症対策の基本的対処方針が変更され、地方自治体は、本方針に基づ

き、自らその区域に係る対策を的確かつ迅速に実施する責務を有する

こととされた。

・静岡県は、政府の基本的対処方針を踏まえ、今後の感染拡大への備え

を進めるとともに、日常生活や社会経済活動を継続するための行動制

限の緩和の促進に努め、「静岡県実施方針」に基づき、適切な対策を実

施する。更に、感染状況を注視し、「感染の状況や医療の逼迫の状況等

を評価するための新たな国のレベル分類」の状況に応じて、緊急事態

宣言やまん延防止等重点措置の発出の要請も含め、柔軟かつ迅速に感

染拡大防止対策を変更し実施する。

・緊急事態宣言やまん延防止等重点措置等が適用された場合、ワクチン・

検査パッケージ制度を活用し、感染拡大を防止しながら、日常生活や

社会経済活動を継続できるよう取り組む。なお、医療体制の逼迫が見

込まれる場合等には、同制度を適用せず、強い行動制限を行うものと

する。

１ 対象とする期間

令和３年１１月２６日（金）からとする。

２ 対象とする区域

静岡県全域

３ 実施する内容

（１）感染状況の継続的監視と情報発信

・感染の状況等を継続的に監視し、感染状況と行動制限についての

適切な情報提供を行い、県民が感染防止の適切な行動が取れるよ

う努める。状況の変化が認められた場合は、必要に応じ「静岡県

実施方針」や「今後の対応方針」を見直し、県民に対し、感染拡

大の警戒を呼びかける。

資料２
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（２）県民への基本的な感染防止対策の周知

・県民に対し、「三つの密」や「感染リスクが高まる「５つの場面」」

等の回避、「人と人との距離の確保」、「マスクの着用」、「手洗いな

どの手指衛生」をはじめとした基本的な感染対策の徹底など、感染

拡大を防止する「新しい生活様式」の定着を呼びかける。

（３）行動制限の要請等

ア 県民への要請

(ｱ) 移動・外出における注意等

・帰省や旅行等、県境を跨ぐ移動の際は、基本的な感染防止策を徹

底するよう促す。なお、緊急事態宣言及びまん延防止等重点措置

区域への不要不急の移動は、極力控えるよう促すものとするが、

ワクチン・検査パッケージ制度の適用を受けた場合は、その対象

としないことを基本とする。

・感染拡大の兆候や施設等におけるクラスターの発生があった場合、

政府と連携し、混雑した場合や感染リスクが高い場所への外出の

自粛に関して速やかに住民に対して必要な協力の要請等を行う。

（ｲ）飲食店等の施設の利用

・「ふじのくに安全・安心認証」制度を始めとする業種別ガイドラ

イン等を遵守している施設等の利用を呼びかける。

イ 催物（イベント）等の開催制限

・催物等の開催については、「新しい生活様式」や業種別ガイドライ

ン等に基づく適切な感染防止対策が講じられることを前提に、11

月 19 日付け内閣官房室長通知を踏まえ、以下のとおり取り扱う。

なお、緊急事態宣言やまん延防止等重点措置区域となった場合に

ワクチン・検査パッケージ制度の適用で人数上限の緩和を行う。

・すべての催物等において、主催者に「三つの密」が発生しない席

の配置や、「人と人との距離の確保」、「マスクの着用」などの基本

的な感染防止対策や参加者名簿の作成、接触確認アプリ（ＣＯＣ

ＯＡ）等の活用を働きかける。

・感染防止策を着実に実施するため、参加人員 5,000 人超かつ収

容率 50％超のイベントについては、具体的な感染防止策を記載し

た計画書の提出を求める。また、対象外のイベントについては感

染防止策の対応状況を公表するよう求める。
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・なお、今後、県全域あるいは一部地域において、感染が拡大した

ときは、緊急事態宣言が発出された地域に準じた対応について、

主催者に協力要請を行う。

ウ 施設管理者への感染防止策の徹底と使用制限の要請

・施設管理者に対して、業種ごとに策定された感染拡大予防ガイド

ライン等を参考に、感染防止対策を万全とするよう、強く働きか

ける。

・今後、感染拡大の兆候や施設等におけるクラスターの発生があっ

た場合は、施設の使用制限等を含めて、施設管理者等に対して、

協力要請等を行う。

・同一地域において飲食店の複数のクラスターが発生するなど、感

染拡大の恐れがある場合であって、当該地域を含む市町の感染状

況を踏まえ、対策が必要と認められた場合においては、当該市町

と調整の上で、集中検査の実施や飲食店等への営業時間の短縮要

請などの感染拡大防止対策を実施する。

エ 事業者への要請

・事業者に対して、在宅勤務（テレワーク）、時差出勤、自転車通

勤等、人との接触を低減する取組を働きかける。

・職場における基本的な感染防止対策の励行はもとより、特に、

感染リスクが高まる「居場所の切り替わり」（休憩室、更衣室、喫

煙室等）時の感染防止対策を働きかける。

・飲食店及び宿泊事業者に対して、県が定めた感染対策に関する安

全基準の適合を認証する「ふじのくに安全・安心認証」の取得を

促進する。

・感染拡大の傾向が見られる場合には、法第 24条第 9項に基づき、
飲食店等に対し、必要な範囲に限り営業時間の短縮要請や会食で

の人数制限の要請を行う。ただし、認証店におけるワクチン・検

査パッケージ制度を活用した会食については、人数制限の緩和を

行うものとする。なお、要請に当たっては、営業時間の短縮など

の遵守を徹底するための見回り等を行う。

（４）学校教育活動

・地域の感染状況に応じて、感染防止対策を徹底し、幼稚園、小

学校、中学校、高等学校、特別支援学校等については、子供の健

やかな学びの保障や心身への影響の観点から、「学校における新型

コロナウイルス感染症に関する衛生管理マニュアル」等を踏まえ
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た対応を要請する。

・大学等については、感染防止と面接授業・遠隔授業の効果的実施

等による学習機会の確保の両立に向けて適切に対応することを要

請する。

・部活動、課外活動等における感染防止対策、懇親会等における学

生への感染防止に向けた注意喚起の徹底を要請する。

・大学や高校などの入試は、感染防止対策や追検査等による受験機

会の確保に万全を期した上で、実施、または実施を働きかける。

（５）医療提供体制の確保

・今後、感染力が２倍となり、この夏の第５波の２倍程度の感染拡

大が起きた場合にも対応できるよう準備を進める。

・入院病床については、第 5波の最大病床数と同規模を確保する。

・これに加え、宿泊療養施設の一部に入院待機ステーションを設置

し、臨時病床として活用できるようにする。

・限られた病床を中等症以上の患者に有効に活用するため、早期に

抗体療法に確実に繋げることができる体制を医療圏域ごとに構

築し、入院を抑制する。

・また、病床の回転率を上げるため、後方支援病院の確保及び円滑

な転院を引き続き進める。

・併せて、経口薬を確実に医療機関に配布する仕組みを医師会、薬

剤師会、病院協会と連携して構築し、入院患者の抑制に努める。

・自宅療養者の症状悪化時の診療体制を整備するとともに、健康観

察については、急増時にも対応できる人員を確保し、応答のない

場合の自宅訪問について、市町と連携し実施する体制を構築する。

・また、食料等の配布についても市町と連携し、きめ細かな対応

を進める。

（６）検査体制の確保

・感染が急拡大した場合の迅速かつ広範な検査の実施を含め、ＰＣ

Ｒ検査、抗原定量検査などによる十分な検査体制を確保する。

・特定の業種や地域において感染が集中的に発生した場合の感染拡

大防止を図るため、発生業種や地域を定めた集中的な検査を実施

する。

（７）ワクチンの接種推進

・３回目の接種の実施に向け、市町へのワクチンの供給を着実に行

うとともに、接種の状況を踏まえ県が運営する広域接種会場の設

置を進める。
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・また、今後、実施が見込まれる５歳から 11 歳の接種についても、

市町の支援を行う。

（８）クラスター発生時の感染拡大防止対策、クラスター発生防止対策

・クラスターが発生した場合は、迅速な積極的疫学調査の実施、集

中的な検査の実施、クラスター対策機動班の派遣、ＤＭＡＴ、Ｆ

ＩＣＴによる感染症対策の指導、飲食店等の感染拡大防止の指導

など、早期に感染者の囲い込みや態勢立て直しを行う体制を確保

する。

・病院、施設等のクラスターの発生を未然に防ぐため、個人情報の

保護に留意しつつ、これまでの発生事例の原因分析と対策をとり

まとめ、関係者に周知する。

（９）経済・雇用対策

・感染症の動向と経済に与える影響を的確に把握し、県制度融資に

よる資金繰り支援、雇用調整助成金等による雇用維持といった緊

急対策に引き続き注力していく。

・経済政策「フジノミクス」の展開や国の通知を踏まえたワクチン・

検査パッケージ制度の活用などにより、感染防止対策と社会経済

活動との両立を図りながら、経済の再生に向けた取組を着実に進

めていく。

（10）誹謗中傷の撲滅

・感染者や医療従事者等への誹謗中傷や差別的対応の撲滅に向け、

県民への積極的な広報啓発を行う。



令和３年 11 月 26 日

政府基本的対処方針を踏まえた当面の対応

（静岡県新型コロナウイルス感染症対策本部）

１ 概要
令和３年 11 月 19 日、政府新型コロナウイルス感染症対策本部において変

更された政府基本的対処方針を踏まえ、当面の対応について以下のとおり決
定する。

２ 方針
直近の１週間の人口 10 万人当たりの新規感染者数は 0.16 人と低く抑えら

れ、また、病床占有率は 0.4％と医療提供体制が十分に確保されている現状を
鑑み、引き続き県民や事業者等に対して基本的な感染防止対策の徹底を呼び
かけつつ、政府基本的対処方針を踏まえた必要最小限の行動制限・要請とす
る。

３ 当面の対応（県民・事業者への要請・呼びかけ等）
○期間：令和３年 11月 26 日（金）～当面の間
○県民・事業者への主な要請内容等

現行（11 月 25 日まで） 今後の対応（26 日以降）

県

民

へ

の

要

請

外出 ・混雑している場所や時間を避け

て、少人数で行動

（特段の要請無し）

※感染拡大時には、混雑した

場所や感染リスクの高い場所

への外出自粛を要請

県境を跨ぐ

移動

・訪問先の感染状況を確認し、慎

重に判断した上で行動

（特段の要請無し）

※緊急事態・まん防措置で課す

県境を跨ぐ移動への制限につ

いて、ワクチン・検査パッケ

ージによる緩和あり

「密」の回

避

・「３密」だけでなく、たとえ「１

密」であっても避ける

・「３密」を避ける

飲食店の

利用

・黙食や会話時のマスク着用等の

基本的感染対策の徹底

・黙食や会話時のマスク着用等の

基本的感染対策の徹底

・「ふじのくに安全・安心（飲食

店）認証」を受けた店舗の利用

・「ふじのくに安全・安心（飲食

店）認証」を受けた店舗の利用

・少人数・短時間で、なるべく普

段一緒にいる人との利用

（特段の要請なし）

※感染拡大時には、会食の人

数制限あり

資料３



事

業

者

等

へ

の

要

請

飲食店事業

者への要請

・業種別ガイドラインの遵守 ・業種別ガイドラインの遵守

※感染拡大時に課す会食の人数

制限について、ワクチン・検査

パッケージによる緩和あり

飲食店以外 ・カラオケボックス等での感染対

策の徹底
（特段の要請なし）

※緊急事態・まん防措置で課す

休業要請について、ワクチン・

検査パッケージによる緩和あり

・業種別ガイドラインの遵守、換

気や湿度の管理

・業種別ガイドラインの遵守、換

気や湿度の管理

イベント

開催

・［大声なし］5,000 人又は収容

率 50％の大きい方

・［大声あり］収容率 50％

［法第 24 条第９項］

・［大声なし※］収容率 100％

・［大声あり］収容率 50％

※5,000人超かつ収容率50％超の

場合は感染防止安全計画の提

出が必要。提出なしの場合は収

容率 50％が上限

［法第 24 条第９項］

※緊急事態・まん防措置で課す

人数制限について、ワクチン・

検査パッケージによる緩和あり

出勤抑制 ・在宅勤務、時差出勤等人との接

触を低減する取組を実施

・在宅勤務、時差出勤等人との接

触を低減する取組を実施

県

の

取

組

医療体制の

強化

・自宅療養者が医療や生活支援を

適切に受けられる体制を構築

・抗体医薬、内服抗ウイルス薬の

適応者が、適切に投薬を受けら

れる体制を構築

・ワクチン接種率の向上

・新規感染者数等に応じた適切な

病床数の確保

・入院待機ステーションの設置に

向けた人材の確保

・宿泊療養者及び自宅療養者数の

症状悪化時の診療体制の整備

・抗体医薬、内服抗ウイルス薬の

適応者が、適切に投薬を受けら

れる体制を構築

・ワクチンの３回目接種の着実な

推進

地域観光支

援事業

・10 月 18 日から事業を再開

・旅行中の感染対策の徹底

・国の制度改正の方針を踏まえ、

ワクチン・検査パッケージを活

用し、割引対象範囲の隣県拡大

等に向け調整


